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○賃貸不動産管理業に関する研究会（平成14
年度）
○媒介業務の円滑化に関する研究会（平成15
年度）
○不動産賃貸業・賃貸不動産管理業等のあり
方に関する研究会（平成17年度）
○流通市場研究会（平成19～20年度）
○原状回復ガイドライン検討委員会（平成22
年度）
○円滑な退去に向けての手続き検討委員会
（平成22年度）
○賃貸住宅標準契約書改訂検討委員会（平成
23年度）
○既存住宅インスペクション・ガイドライン
検討会（平成24年度）
○個人住宅の賃貸流通の促進に関する検討会
（平成25年度）
○不動産に係る情報ストックシステム検討ワ
ーキング（平成25年度）
○ITを活用した重要事項説明等のあり方に
係る検討会（平成26年度）
○賃貸住宅標準契約書（改訂版）改定検討委
員会（平成27年度）
○賃貸住宅管理業者登録制度に係る検討委員
会（平成27年度）
○ITを活用した重要事項説明に係る社会実
験に関する検証検討会（平成27～令和３年度）
○民法改正に対応した不動産取引に係る契約
書式等に関する検討会（平成27年度）
○賃貸住宅標準契約書（改訂版）改定検討委
員会（平成29年度）
○マンション管理適正評価研究会（令和元年
度　マンション管理業協会）
○不動産取引における心理的瑕疵に関する検
討会（令和元年度～令和３年度）
○不動産DXに関する検討会（令和５年度）

二　啓発・助言事業

1　講演会の開催

機構が、その時々の関心が深く、実務に役
立つテーマを選定し、外部講師を招聘して開
催している。昭和59年から、ほぼ年３回のペ
ースで開催しており、令和６年２月の開催で
122回を数える。講演内容は講演資料と併せ、
講演録として作成・発行している（109回（令
和元年５月）以降の開催概要は表－３のとお
り）。なお、新型コロナウィルス感染症対応
を受けて、令和２年度からWEBを活用した
オンデマンド形式での配信を実施した。

2 　研修の実施

⑴　都道府県等宅地建物取引業法主管課担当

者研修会

機構の設立以前、都道府県宅地建物取引業
法主管者協議会が主催して実施してきたもの
に、昭和60年以降、機構が共催者として参加
することになった。
研修会は年２回開催され、春は初任者向け
として、不動産業界の現状と宅建業法のあら
ましについての講義主体の内容で２日間の日
程で実施し、秋には上級者向けとして、免許・
紛争等の事例研究中心に１日間開催している。
平成13年からは、国土交通省における地方
整備局等への権限委譲により地方整備局職員
等も受講対象として加わった。

⑵　事業者団体等の研修会への講師派遣

都道府県、業界団体、消費者団体等が主催
する研修会に機構の職員を講師として派遣し
ているもので、講義内容については、法令等
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表－３　講演会開催リスト
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の一般的な説明や判例紹介にとどまらず、主
催者が設定した研修テーマに即し、実際の現
場で生じている具体的なトラブル事例を紹介
しながら、理解しやすく、かつ、実務に直ち
に役立つように心がけている。
また、令和２年度からは、新型コロナウィ

ルス感染症対応により、従来の集合研修に加
え、WEBを利用したオンライン研修や撮影
動画の各団体での配信等にも積極的に対応し
ている。
派遣実績は、表－４のとおりとなっている。

3 ．助言支援（照会回答）

一般個人、業者、業界団体、消費者相談機
関、都道府県の苦情紛争相談窓口等からの不
動産取引に係る様々な紛争相談（電話・面談）
に対して助言・回答を行っている。
令和４年度分（令和５年３月まで）の実績

では、一般消費者からの照会が64％、次いで
宅建業者18％、消費生活センター等の関係機
関が９％となっている。（表－５　令和４年
の不動産相談の概要２参照）
照会類型は、売買に関する照会が30％、賃

貸借に関する照会が60％で、宅建業法等の法
令解釈等に関するものが10％となっている。
照会内容に関しては、売買の場合、重要事

項説明、解除、瑕疵・欠陥問題が多く、賃貸
の場合、原状回復、解除に関する相談が多い。

（表－５　令和４年の不動産相談の概要１、
３、４参照）
なお、令和２年11月より、電話相談の一層

の充実を図るため、ナビダイヤルの導入によ
る音声ガイダンス等を利用した電話相談体制
を開始している。

三　広報事業

1　機関誌「RETIO」の発行

機構の機関誌「RETIO」は、昭和61年１月、
これまでの「機構だより」を発展的に解消し
て創刊した。この名称は、機構の英訳である
「Real Estate Transaction Improvement
Organization」の頭文字をとったものである。
本誌の編集方針は、都道府県の宅建業法所
管課担当者や不動産業界関係者等の実務家に
とって有用な記事を掲載するものとし、都道
府県で処理した紛争事例、機構で処理した特
定紛争案件、主要な裁判例等の紹介や関係法
令の制定、改正等の内容及びこれに伴い必要
と考えられる事項の解説記事等により構成し
ている。
平成21年２月発行の72号までは、２月、６
月、11月の年３回発行し、一回の印刷部数は、
2,500部程度で、業界団体、国、都道府県そ
の他関係機関等に配布していたが、73号以後

表－４　講師派遣実績
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は、有料化し、４月、７月、10月、１月の年
４回発行するとともに、内容も一層の充実を
図り、読者層を拡大していくこととしている。
なお、既発行の「RETIO」は、機構のホ

ームページで閲覧することができる。

2  　インターネット・ホームページ
作成

平成９年11月から、機構のホームページ
（http://www.retio.or.jp）を開設し、業務内
容や事業の実施状況を公開している。
以降随時の見直しを行い、平成20年度には、

下記４の不動産トラブルデータベースを構

表－５　令和４年度の不動産相談の概要（平成30年度以降５年間の推移）
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築、平成23年度には、機関誌RETIOに掲載
した判例を事業内容毎にリスト化し、必要な
ものを簡単に取り出せるよう検索システムを
構築、平成26年度には、宅建業法の改正に関
する関係条文等の資料を閲覧できる不動産政
策史年表を用いた検索システムを構築、平成
27年度には、判例法として意義を有している
とされている不動産取引に係る最高裁判例を
検索できるシステムを構築、平成28年度には、
ホームページから書籍購入申込を可能とし、
平成30年度には、トップページを事項別に整
理し、見やすいものとする見直しを行い、行
政、業界、実務家、一般消費者、関係機関等
に対する一層の便宜増進を図っている。
今後も、一般消費者、実務家、宅建試験合

格者等に対する情報提供を充実するととも
に、より見やすく使いやすいシステムづくり
に配慮していくこととしている。

3 　メールマガジンの配信

宅地建物取引士資格試験の合格者及び事業
者を対象に、平成21年６月より、毎月、メー
ルマガジンを配信している。このメールマガ
ジンでは、不動産に関する行政やマーケット
の最新の動き、不動産取引をめぐる紛争事例
の紹介やトラブル予防のための知恵・心得な
どの情報を掲載している。令和６年３月時点
での有効配信数は27,687人となっている。

4 　不動産トラブルデータベース

国土交通省総合政策局からの委託により、
消費者が必要とする紛争の未然防止の基本的
情報の効果的な提供方法等について調査・検
討を行い、その結果を踏まえて、紛争事案を
体系化したデータベースを構築し、平成20年
４月から「不動産トラブル事例データベース」

としてインターネット配信を開始した。事案
の件数は当初164件で、その後追加して200件
となっている。

5 　出版事業

紛争の未然防止と紛争の適正迅速な処理を
図るため、出版物を作成して一般への普及を
図っている。
令和元年度以降の出版物リストは表－６の
とおりである。（一調査研究事業９⑦の「実
務叢書　不動産の適正取引シリーズ」の出版
物を含む。）

6  　報道機関への広報、専門誌への
掲載

①昭和59年から「月刊不動産流通」（（株）不
動産流通研究所発行）に「適正な不動産取
引に向けて」を毎号掲載している。
②昭和61年から「at home time」（アットホ
ーム（株）発行）に、「正しい取引のために」
を毎号掲載している。
③平成19年から東京都宅地建物取引業協会
「月間宅建」に「実務に即役立つ紛争事例」
を掲載している。
④その他、業界団体等から依頼を受け、機関
誌「RETIO」や事例集、判例集等に掲載
した記事が転載される事例も多い。

四　関係諸団体との交流事業

1　不動産取引関係機関連絡協議会

昭和59年９月、不動産行政について行われ
た総務庁の行政監察による勧告（宅地建物取
引に関する行政監察の結果（勧告）建設大臣
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宛）を受けて設置されたもので、不動産取引
に係わる関係機関が、相互に連絡協議を行い、
不動産取引の適正化に資することを目的とし
ている。
主催は、国土交通省土地・建設産業局不動

産業課であるが、機構は、連絡協議会の事務
局として活動している。構成メンバーは次の
とおりである。
国土交通省、消費者庁、警察庁、独立行政

法人国民生活センター、主婦連合会、（公社）
首都圏不動産公正取引協議会、（公社）全日
本不動産協会、（一社）不動産協会、（公社）
全国宅地建物取引業協会連合会、（一社）全
国住宅産業協会、（公社）全国宅地建物取引
業保証協会、（公社）不動産保証協会及び機
構。

表－６　当機構の出版物リスト（講演会記録、パンフレット、報告書を除く）
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2  　不動産公正取引協議会事情聴取会

（公社）首都圏不動産公正取引協議会が毎
月開催する公正競争規約違反者に対する事情
聴取会にオブザーバーとして参加している。
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